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 近年わが国では，頻発する大規模災害において人的被害が増加している．その中でも，避難時に支援を必要とする避

難行動要支援者の被害が多く，大規模災害発生時にどのように避難行動要支援者の避難行動支援を行うかが課題となっ

ている．特に水害などの時間経過に伴い，被害が大きくなる災害時には早期避難の実現により人的被害を大幅に軽減す

ることが可能であることから，迅速な避難行動が要求される．そこで本研究では，避難行動要支援者の迅速な避難のた

めの支援として自動運転自動車の活用に着目した．石川県小松市における河川の氾濫を想定し，自動運転自動車を用い

て避難行動要支援者の避難行動支援を行った際のシミュレーションを行うことで，避難に要する所要時間を算出した．

その後，所要時間におけるパラメータを変化させることで，自動運転自動車を用いて避難支援を行う際に削減すべき時

間についての知見を得ることができた． 
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1. 本研究の背景と目的 

 

 近年わが国では，大規模な自然災害が頻発しており，

人的被害が増加している．その中でも特に，高齢者や避

難行動要支援者の被害が大きくなっており，2004年 7月

に生じた新潟・福島豪雨及び福井豪雨では死亡者の

85％が 65歳以上の高齢者であること 1)や熊本県では避難

行動要支援者名簿や個別避難計画に登録されていないこ

とから，支援を受けることができなかった 25人が死亡

する 2)といった事例も存在する．理由として，高齢者や

避難行動要支援者は精神的・身体的に疲労しやすい場合

が多く，避難のタイミングや避難場所の選択・移動に時

間がかかることや災害時に重要な情報を得る力が低いこ

とから避難勧告や避難指示が発令されているにもかかわ

らず避難できない（しない）ことや避難が遅れることが

挙げられる．上記の2004年7月に生じた新潟・福島豪雨

及び福井豪雨では若い人と同居している高齢者と高齢者

のみの世帯において避難に要した時間を比較すると，1

時間の差があったことが明らかとなっている 1)．このこ

とから，1 人暮らしや 1 人になるタイミングの多い人々

については支援を受けることなく自力での避難行動を行

う必要があるため，被災する可能性が高くなることが考

えられる．特に水害などの時間経過により被害が大きく

なるような災害時には迅速な避難行動が要求されるため，

自力で避難行動を開始しなければならない避難行動要支

援者の被害がより大きくなることが考えられる．また，

高齢化の進展により，高齢者の増加に伴う避難行動要支

援者の増加が予想されており，今後災害時に有用な支援

を受けることのできない人々について迅速で効率的な避

難のための支援をどのように行うかが課題となっている． 

ところで，現在，自動運転技術を用いた自動車（以下，

自動運転自動車と記載）については研究や社会実装への

取り組みが検討されている．3)．しかし，自動運転自動

車に関する研究の多くは導入時の交通ネットワークへの

影響や自動運転技術に関する研究であり，防災分野への

活用に対する研究は未だなされていない．そこで，本研
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究では自動運転自動車を用いた移動に関する支援に着目

した．災害時において災害情報をリアルタイムで取得で

きるような自動運転自動車は得られた情報から優先して

支援すべき避難者の設定や安全な経路を無人で判断する

ことができ，避難時間や人員を削減することができると

考えられる．人手を必要とせず迅速な移動が可能である

自動運転自動車を避難行動要支援者の避難支援に活用し

た際の効果を明らかにすることで前述した課題に対する

新たな解決策となることが考えられる． その1つの事前

把握として，自動運転自動車を用いて避難行動を支援し

た際にどの程度の所要時間が必要となり，どのような要

因が所要時間の変化に影響を及ぼすのかを明らかにして

おくことは重要であるといえる． 

 わが国における災害の甚大化と災害時の避難行動要支

援者の迅速な避難のための支援に対する課題を踏まえ，

本研究では，石川県小松市を対象に小松市を流れる 1級

河川である梯川が豪雨により外水氾濫した場合を想定し，

小松市の避難行動要支援者の人数，梯川の時系列浸水想

定を活用した避難シミュレーションを行う．研究の流れ

としては，初めに小松市の「国民健康保険データベース

（以下 KDB データ）」を用いて避難行動要支援者の設

定および町字単位の把握を行う．その後避難行動要支援

者の分布状況から対象地域を選定し，「平成 27年梯川

浸水想定電子化データ」を用いて面積按分を行うことで

対象とする避難行動要支援者数を算出する．得られた対

象者数及び浸水想定データを活用し，外水氾濫発生時か

ら自動運転自動車を用いて避難を行った際のシミュレー

ションモデルを作成し，自動運転自動車の移動時間及び

乗車人数・非乗車人数を算出する．そして，1 人当たり

の乗車にかかる時間，避難を促す呼びかけ時間，準備に

必要な時間を設定し，移動時間と足し合わせることで避

難時の所要時間を算出する．その後，1 人当たりの各時

間を変化させることで，所要時間に影響する要因を明ら

かにし，外水氾濫時に自動運転自動車を用いて避難行動

要支援者の移動の支援を行う際の時間削減についての知

見を得ることを目的とする． 

 

 

2. 既往研究の整理と本研究の位置づけ  

 

(1) 既往研究の整理  

KDB データを用いた避難行動要支援者に関する研究

はいくつか存在する． 

長木ら 4)は，KDBデータを用いて，小松市内の避難行

動要支援者の詳細を把握し，小松市梯川における大規模

水害の際に，どれだけの避難行動要支援者がいつ，どこ

で，どの程度の浸水被害を受けるのかを町字単位で推計

することで，地域ごとの被災危険性を明らかにした． 

森崎ら 5)は，KDBデータを用いて自力での避難が困難

である避難行動要支援者の実態を明らかにするため，大

規模地震の発生を想定した際の建物被害の把握と利用可

能な避難施設の抽出・比較を行った．その結果，避難行

動要支援者の避難施設と考えられる病院の病床数が不足

する場合があることを明らかにしている． 

平子ら 6)は，大規模地震災害の発生を想定した際の避

難行動要支援者が見舞われる避難行動要支援者の実態把

握のため，KBD データから避難行動要支援者を算出し，

避難所までの到達圏解析を行うことで，何人の避難行動

要支援者が避難所へ到達できるのかを明らかにしている． 

 水害時の避難に関する研究は数多く存在する． 

 西川ら 7)は，水害時の避難において，避難者がリアル

タイムで浸水などの情報を得ることで，避難がどの程度

有効に行えるかを定量的に分析するために，避難者が浸

水情報を取得しながら避難する場合についてのシミュレ

ーションモデルを作成した．また，モデルを用いて対象

地域の水害時における避難行動を浸水情報の有無を条件

にシミュレーションし，比較を行った． 

 畑山ら 8)は，滋賀県湖北地区における河川の合流地点

に位置する虎姫町において広域避難計画作成を支援する

情報構築システムの構築のため，住民へのアンケート調

査を行ったのち，マルチエージェントシミュレーション

手法を用いて水害避難評価ツールを構築した． 

 

(2) 本研究の位置づけ 

本研究は，河川破堤時における避難行動要支援者の避

難行動支援を自動運転自動車を用いて行う場合に自動運

転自動車の出発タイミングについての知見を得る．本章

KDB データを用いた避難行動要支援者に関する既往研

究では，KDB データを用いて避難行動要支援者を算出

し，災害時にどの程度の被害を受け，どの様な状態に陥

るのかを把握しているが，被災者を具体的にどのように

支援するかについては言及されていない．また，水害時

の避難に関する既往研究では，避難者へ情報提供を行う

ことでどのような行動を取るのかやアンケート調査を用

いた広域避難計画の知見を得ているが，避難者の個人属

性を考慮し，実際に避難支援を行うことについては言及

されていない．以上より，KDB データを用いて避難者

の個人属性を把握し，自動運転自動車によって支援した

際のシミュレーションを行うことは新規性があると言え，

今後自動運転自動車が普及した際に防災への活用につい

ての知見を得ることができるため，効果的な防災政策の

策定の際に参考となる可能性が考えられる． 
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3. KDB データを用いた避難行動要支援者の把握

と対象地域の設定 

 

(1) 避難行動要支援者の設定 

本研究では避難行動要支援者として「要支援 1から要

介護 2を受けた者」と定義した．定義した理由としては，

自動運転自動車において支援すべき人を市が把握してい

ない人々と考えたためである，小松市では表-1に示す避

難行動要支援者名簿の登録条件 9)において該当する人が

同意することで避難時に要配慮者として支援を受けるこ

とができる．しかし，登録条件に同意していない人や要

支援者などの登録条件を満たしていないが避難時に配慮

が必要な人については，避難時の支援を受けることがで

きず災害に巻き込まれてしまう可能性がある．また，図

-2に示す，厚生労働省において報告されている要介護認

定別の状態像 10)によると，介護度が要介護 2以下である

と日常生活動作はおおむね可能であり，部分的な介護に

よる補助で日常生活を営むことが可能であるが，介護度

が要介護 3以上では日常生活を営むにあたって全面的な

介護が必要となるとされている． 

以上より，日常生活において部分的な支援が必要とさ

れる要支援 1から要介護 2に属する人々は小松市におい

て避難行動要支援者名簿の登録要件を満たしていない場

合，避難行動時の支援を行う人がいなければ，自らの力

のみで避難行動を行う必要があり，災害時に被害を受け

る可能性が高いことが考えられる．そのため，本研究に

おける避難行動要支援者は要支援 1から要介護 2と定義

した． 

 

(2) 避難行動要支援者の分布と対象地域の設定 

 本章(1)において定義した避難行動要支援者について

KDB データからの算出を行った．図-3 に小松市におけ

る避難行動要支援者の分布を示す．北西部における河川

付近では，避難行動要支援者が多く分布していることか

ら，梯川が破堤した際には浸水地域内の避難行動要支援

者の多くが被害を受けることが考えられる．よって，本

研究では北西部において河川に面している町字のうち避

難行動要支援者が特に多い，上小松町（18 人），園町

（42 人），白江町（66 人），小寺町（10 人）を対象地

域とした． 

 

 

4. 浸水想定データを用いた対象地域内の被災人

数の算出 

 

 本研究では，石川県小松市を流れている 1級河川であ

る梯川が外水氾濫した場合を想定する．想定には，浸水

データとして国土交通省が管理している「平成 27 年梯

川浸水想定電子化データ」を用いる．図-4に破堤から90

分間の浸水範囲を示す．破堤点としては，対象地域に大

きな被害をもたらす可能性のある河口から5km地点を想

定する．図-3及び図-4から対象地域では避難行動要支援

者が河川近くに多く存在し，破堤から 90 分間で浸水範

表-1 小松市における避難行動要支援者名簿の登録条件 9) 

 

精神障害者保健福祉手帳1，2を所持している方

その他申し出により，支援を必要としている方

避難行動要支援者名簿登録条件

75歳以上の1人暮らしや75歳以上のみの世帯の方

肢体，視覚，聴覚の障害のある身体障害者手帳1,  2級を所

持している方

療育手帳Aを所持している方

要介護認定3～5を受けている方

 

図-2 要介護認定別の状態像 10) 

要介護5

・起き上がり ・立ち上がり

・片足での立位 ・日常の意思決定 ・買い物

・歩行 ・洗身 ・爪切り ・薬の内服
・金銭の管理 ・簡単な調理

・寝返り ・排尿 ・排便 ・口腔清潔
・上衣の着脱 ・ズボン等の着脱

・座位保持 ・両足での立位
・移乗 ・移動 ・洗顔
・整髪

・麻痺（左下肢）
・食事摂取
・外出頻度
・短期記憶

低
下
し
て
い
る
日
常
生
活
能
力

要支援2 ／ 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4要支援1

 

図-3 小松市町字別避難行動要支援者の分布及び対象地域 

避難行動要支援者数（人）

梯川

0 - 6

6 - 15

15 - 34

34 - 76

76 - 148

白江町上小松町

園町

小寺町
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囲が大きく広がるため，破堤直近において破堤点近くに

存在する人々は時間的な猶予がないほか，避難行動に支

援を要する人々であるため避難行動の開始までに時間が

かかると予想されることから，人的被害において逃げ遅

れが大きな要因となることが考えられる．以上より，本

研究では破堤から 90 分後までのデータを用いる．対象

地域と浸水範囲において面積按分を行った結果，対象地

域内における避難行動要支援者のうち，被災人数は 46

人となった． 

 

 

5. 自動運転自動車による移動支援に関するシミ

ュレーションの概要 

  

 表-2に本研究において設定した避難シミュレーション

の条件を示す．また，図-5に初期状態における各エージ

ェントの配置を示す．本研究では所要時間を増加させる

要因を把握するため，今回はシミュレーションにおいて

使用する自動運転自動車の台数は 1台とした．避難所の

設定については，被害を低減させるために，自動運転自

動車による迅速な避難支援活動を行うことを考慮し，浸

水範囲外おいて近距離に位置するものとした．自動運転

自動車の出発位置については，自動運転自動車が速やか

に出発し，避難支援を行うことが可能な場所として，小

松市消防本部とした．自動運転自動車の速度については， 

H27 年度全国道路・街路交通情勢調査において，国道

305号小松鶴来線における昼間 12時間平均旅行速度の上

り・下り旅行時間の平均値から 24km/h とした．また，

自動車の乗車人数は 5人とした．避難者の初期配置とし

ては，10 分ごとに広がる浸水範囲内に属するノードの

中から，ランダムに対象人数分を抽出したものを配置場

所とし，浸水までの時間以内に自動車による支援を受け

ることができなかった場合は被災するとした．避難経路

については，浸水の広がりを考慮し，浸水時間が短い避

難者のうち車両との距離が近い順番かつ浸水範囲内の道

路は通行不可能となる経路とした．シミュレーションに

おけるシナリオとしては，破堤と共に自動運転自動車が

同様に避難者のもとへ向かうが，到着した際に 13%の確

率で乗車しないという選択をとる避難者が存在する場合

について，1 人当たりの避難を促す呼びかけ時間を設け

ることで，乗車しない意思を持った人（避難準備をして

いない人）が意思変更し，乗車した場合を想定した．乗

車しないと選択する避難者を考慮した理由としては，避

難者の中に避難を行う意思がない人が存在した場合に所

要時間への影響を把握するためである．また，乗車しな

い確率としては，国土交通省関東地方整備局が行った

「水防災に関する住民意識アンケ―ト」結果 11)から，避

難をしないと選択した人々のうち，理由として「避難の

必要が無いと思うから」を選択した人の割合とした． 

 

 

6. シミュレーション結果と所要時間の算出方法 

 

(1) シミュレーション結果 

 前章にて記述したシミュレーションを 10 回行った際

の平均値を表-3に示す．破堤時から自動運転自動車が出

発し，被災までの時間が短い要支援者を優先的に避難所

まで運ぶ際の自動車の移動完了時間は 1時間 10分 21秒

 

図-4 破堤から90分間の浸水範囲 
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表-2 避難シミュレーションの条件 

 

項目 詳細

避難所 浸水範囲外で近距離に存在するもの

避難開始時間 0秒（破堤時）

計算時間 5400秒（90分間）

避難者数 46人

避難者位置 浸水時間ごとに浸水するノード上（初回のみランダム）

自動運転自動車設置場所 対象地域内における消防署

自動運転自動車の速度 24km/h（平成27年度全国道路・街路交通情勢調査）

シミュレーション回数 10回

避難経路選択
浸水時間が短い避難者のうち車両との距離が近い順番かつ浸

水範囲内の道路は通行不可能

車両台数 1台

最大乗車人数 5人

 

図-5 各エージェントの配置 

 

経路
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自動車出発場所
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避難者（90分）

表-3 シミュレーション結果 

 

乗車人数（人） 非乗車人数（人） 自動車の移動時間

個人の意思考慮 44.7 1.3 1:10:21
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となった．また，乗車人数は 44.7人非乗車人数は 1.3人

となった． 

 

(2) 所要時間の算出 

 所要時間の算出にあたり，初めに避難者 1人当たりの

時間として乗車時間，避難を促す呼びかけ時間，準備時

間を用いる．所要時間の算出方法としては，自動車の移

動時間，1 人当たりの乗車に必要な時間を乗車人数に乗

じた総乗車時間，1 人当たりの避難を促す呼びかけ時間

を非乗車人数に乗じた総呼びかけ時間，1 人当たりの準

備時間を非乗車人数に乗じた総準備時間の和を求めるこ

とで算出する． 

 

 

7. 1人当たりの時間変化による所要時間の変化に

対する要因の検討 

 

 表-4に 1人当たりの各時間の変化を示す．表-4に示す

各時間の変化について全ての組み合わせに対する所要時

間の算出を行った結果を図-6に示す．各パラメータを増

加させることで，所要時間も増加している．所要時間の

増加において最も影響する要因は乗車時間の増加となり，

次いで自動車の移動時間，準備時間の増加，避難呼びか

け時間の増加となった．以上から，自動運転自動車を用

いて要支援者の避難支援を行った際の所要時間を増加さ

せる要因としては乗車時間や準備時間などの要支援者の

行動や意識による部分であることが得られた． 

 

 

8. まとめと今後の課題 

 

 本研究では，近年増加する大規模自然災害における避

難行動要支援者の避難行動支援に自動運転自動車を用い

た際の 1つの知見として，シミュレーションモデルを作

成し，所要時間に影響を及ぼす要因についての検討を行

った．その結果，所要時間を増加させる要因としては乗

車時間や準備時間などの要支援者の行動や意識であるこ

とが得られた．このことから，自動運転自動車を用いて

避難支援を行う際には要支援者が乗車しやすい環境を整

えることや災害意識を向上させておくことで，所要時間

を削減することができると考えられる．また，有人運転

で支援を行った際には今回算出した所要時間に加え，支

援すべき避難者の設定や安全な経路を判断する時間が必

要となり，所要時間の増加に繋がることが考えられる． 

 今後の課題として，本研究におけるシミュレーション

では自動運転自動車の移動時間を算出しているが，速度

を一定の 24km/h と設定しており，自動運転自動車右左

折時の挙動などについては考慮されていない．そのため，

自動運転自動車の速度に関する挙動を考慮し，右左折時

や混雑時における正確な速度を用いてシミュレーション

を行う必要がある．また，自動運転自動車に乗車しない

確率を国土交通省関東地方整備局が行ったアンケート結

果から得られた，「避難の必要が無い」と答えた割合と

して 13%と設定したが，避難時に自動運転自動車に乗車

するかどうかについては結果が異なることが考えられる

ことや，所要時間の算出について変化させる 1人当たり

の時間についてのデータを実験やアンケートを行い，よ

り精緻にする必要がある． 
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